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１．はじめに 

(1) 研究の背景と目的 

平成 25 年 12 月，内閣府は犯罪対策閣僚会議において，

犯罪被害が起こりにくい環境づくりと地域住民の防犯に対

する意識向上を目指した｢｢世界一安全な日本｣創造戦略｣を

策定している 1)．ここでは｢犯罪被害の実態把握や施策の効

果検証等を踏まえた効果的な対策の推進｣を具体策の一つ

として定め，窃盗被害や性犯罪防止のための調査研究等の

推進，再犯防止に向けた情報連携体系の強化等を提唱して

いる．一方，全国各地域の至る所にあるコンビニエンスス

トアの強盗件数は，警察庁が平成26年度に公表した犯罪統

計の全侵入強盗（平成25年度：1254件）のうち590件（47%）

と約半数を占め 2)，さらに商店の侵入強盗（平成25年度：

757件）の77.9%はコンビニで発生している 3)．現代都市に

おいて不可欠な存在となったコンビニを巡り，強盗被害の

現状把握やこれに対するより効果的な防犯対策をいかにし

て講じるか，上記情報連携体系のあり方や実践的な有効性

が問われているものと考えられる． 
本研究では福岡県警察が全国に先駆けて設立した「犯罪

予防研究アドバイザー制度」を事例に，1)本制度を通じて

入手した平成 24～26 年の福岡県内で発生したコンビニ強

盗の犯行内容に関する事案概要データ（全79案件） 4)なら

びに被害店舗全74店舗（79件のうち5店舗は強盗被害に2
回遭遇)の立地を整理，分析する．さらに 2)上記，強盗被

害店舗全 74 店舗と徒歩圏（500m）を越えて最も近隣に立

地している非被害店舗（74店舗）の合計148店舗の実地調

査を実施し，強盗被害が誘発される立地・空間環境の要点

とコンビニの防犯向上に向けた施策について考察する． 
(2) 福岡県警察犯罪予防研究アドバイザー制度について 

平成 26 年 10 月に福岡県警察本部は全国に先駆け｢福岡

県警察犯罪予防研究アドバイザー制度｣を導入した．本制度

は，福岡県警が保有する犯罪情報を県警委嘱のアドバイザ

ー（学識者）に提供し，アドバイザーによる調査分析結果，

研究成果を県警に還元することで，より有効な防犯施策の

推進に生かそうとする取り組みである．制度の所管は県警

生活安全部が担当し，現在までに都市計画や建築，防犯ま

ちづくり等を専門とする6人の学識者をアドバイザーに任

命，コンビニ強盗，防犯カメラ，住宅侵入盗などのテーマ

ごとに主・副の担当アドバイザーを設け，定期的に調査・

分析結果が報告されている． 

(3) 研究の方法 

 本研究ではまず1)前述した制度を通して入手した事案概

要データ 79 件の強盗被害状況や被疑者属性などの傾向を

単純集計分析によって把握する．さらに2)前述した強盗被

害店舗と非被害店舗148店舗に対する実地調査を行い，店

舗ごとの空間的特徴や店舗周辺のエリアデータを収集する．

加えて3)それら収集されたデータを用いた相関分析を行い，

結果の比較考察を通じて，強盗被害に遭いやすいコンビニ

店舗の特徴とこれを踏まえた防犯施策について考察を行う． 

(4) 研究の位置付け 
 関連する先行研究として，柏原・伊藤ら 5)は，東京都23
区を対象に，コンビニを通して都市空間要因における犯罪

抑止を考え，都市のもつ様々な問題に対し検証を行ってい

る．また村上・樋口 6)らは地理情報システムデータベース

を基にGISを活用し，グラフ理論から評価指標等を用いて

分析を行い，コンビニ強盗が発生した店舗周辺の道路網の

特徴を報告している．さらに壬生・竹下 7), 8)らは，コンビニ

強盗と都市環境との関係に着目し，物的環境要因について

論じている．しかし，既遂未遂や犯行現場ならびに事件当

時の状況等，警察機関のみが保有する詳細な犯行情報をも

コンビニエンスストアにおける犯罪発生状況と防犯施策に関する考察 
– 福岡県警察犯罪予防研究アドバイザー制度を通して –  
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とに，学識者ならびに警察機関が協同で実施した取り組み

の成果を報告したものは見られない．また全国に先駆けて

導入された制度によって得られた被害店舗の詳細情報と実

地調査の両側面から，コンビニ強盗に対する防犯施策を総

合的に論じている点に本研究の独自性，新規性が見いださ

れる． 

 

２．事案概要データにみる事件状況、被疑者属性の把握 

(1) 強盗被害店舗の営業時間と市町村ごとの発生件数 

 事案概要データの集計より，まず強盗被害店舗の「営業

時間は，24 時間営業が 72 店舗（97%）と大半を占めてい

ることが把握された（表-1）(1)．次に「市町村ごとの強盗

発生件数」は，福岡市が29件（37%）と最も多く，次いで

北九州市が 16 件（20%）であった（表-2）．強盗被害店舗

が立地している区域区分は，市街化区域が45店舗（61%）

と半数以上占めていることが明らかとなった（表-3）． 

(2) 地区別の被害額 

 表-4は，金銭の奪われた強盗被害店舗を地区別に表した

ものである．これより福岡地区の合計が2,522,046円と最も

多く，最大被害額は 372,000 円であった．また地区全体の

平均は93,683円であることが把握された． 

(3) 強盗が発生している月と曜日、犯行時刻 

「犯行月」は 11 月が13 件（16％）と最も多いことが把

握された（表-5）．また「犯行曜日」は水・土曜日がそれぞ

れ 15 件（19 件）と最も多い結果が得られた（表-6）．「犯

行時間」は 3 時台が 14 件（18%）と最も多く，また 0～6
時までの時間帯に57件（73％）と強盗被害が集中している

ことが把握された（表-7）． 
(4) 被疑者の特性 

被疑者の「侵入口」は，79 件（100％）と全事案におい

て正面出入り口から侵入し，犯行に及んでいることが明ら

かとなった．次に被疑者の「逃走手段」は，徒歩が 46 件

（58％）と最も多いことが把握された（表-8）．被疑者の「変

装方法」は，帽子のみを身につけて犯行に及んでいる事案

が 14 件（18%）と最も多く，次いで帽子とマスクが 11 件

（14%）であった．また帽子を身に着けて犯行に及んでい

る事案が79件中39件（49％）と約半数を占め，次いでマ

スクが28件（35％），サングラスが7件（9％）など，顔を

隠して犯行に及ぶ傾向が明らかとなった（表-9）．被疑者が

所持していた「凶器種類」と「脅迫・暴行の内訳」は包丁

が37件（47％）と最も多く，次いでナイフが21件（27％），

カッターナイフが8件（10％），であった（表-10）．また鋭

利な刃物類を従業員に向け犯行に及んでいる事案が全体の

69件（87％）と大半を占めていることが明らかとなった（表

-11）． 
(5) 強盗被害時の従業員数と客数 

強盗被害時の「従業員数」は2人が49件（62％）と最も

多く，次いで1人が20件（25％）であった（表-12）．また

強盗被害時の女性従業員は0人が53件（67%）と半数以上

を占めた（表-13）．また「客数」は0人が34件（43％）と 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-4 地区別の被害額 
地区 発生件数 被害額

福岡 26件/45件中
合計 平均 最大被害額 最小被害額

2,522,046円 97,002円 372,000円 295円

北九州 10件/17件中
合計 平均 最大被害額

最大被害額

最小被害額

959,335円 95,934円 267,084円 36,000円

最小被害額

筑豊 1件/5件中
合計 平均

筑後 6件/12件中
合計 平均

最大被害額

100,000円 100,000円 100,000円

121,000円447,000円 74,500円

地区合計 43件/79件中
合計 平均 最大被害額

4,028,381円 93,683円 372,000円 295円

100,000円

最小被害額

21,000円

最小被害額

※表中の発生件数は、金銭の奪われた案件数／当該地区における強盗発生件数を示す． 

包丁 カッターナイフ ナイフ はさみ バール

37(47%) 8(10%) 21(27%) 2(3%) 2(3%)

※(　)内は全79案件中の割合を示す
1(1%) 1(1%) 2(3%)

模擬けん銃 刃物様のもの ヘラ様のもの レンチ様のもの 金属バット

1(1%) 1(1%) 1(1%) 1(1%) 1(1%)

鉄製園芸支柱 角材 凶器なし

表-10 凶器種類 

表-2 市町村ごとの強盗発生件数 

1(1%)

宗像市

1(1%)

豊前市

1(1%)

那珂川町篠栗町 志免町 須恵町 大刀洗町 筑紫野市

※（　）内は全79案件中の割合を示す

1(1%) 2(3%) 2(3%) 16(20%) 5(6%)

4(5%)

1(1%) 1(1%) 29(37%) 1(1%)

直方市 久山町 福岡市 福津市

1(1%) 2(3%) 1(1%) 1(1%)

春日市 嘉麻市 川崎町 北九州市 久留米市

2(3%) 1(1%) 1(1%) 2(3%) 3(4%)

糸島市 宇美町 大川市 大牟田市 小郡市

表-1 強盗被害店舗の営業時間 
24時間 6時‐23時 不明

72(97%) 1(1%) 1(1%)

表-3 区域区分 
市街化区域 市街化調整区域 指定なし

45(61%) 3(4%) 26(35%)

表-5 月ごとの強盗発生件数 

1月 2月 3月 4月 5月 6月

1(1%) 5(6%) 6(8%) 7(9%) 9(11%) 7(9%)

7月 8月 9月 10月 11月 12月

8(10%) 4(5%) 6(8%) 8(10%) 13(16%) 5(6%)

表-6 曜日ごとの強盗発生件数 
月 火 水 木 金 土 日

8(10%) 11(14%) 15(19%) 14(18%) 7(9%) 15(19%) 9(11%)

0時 1時 2時 3時 4時 5時

4(5%) 12(15%) 10(13%) 14(18%) 10(13%) 7(9%)

6時 7時 8時 9時 10時 11時

7(9%) 0(0%) 1(1%) 0(0%) 0(0%) 1(1%)

12時 13時 14時 15時 16時 17時

0(0%) 1(1%) 1(1%) 1(1%) 2(3%) 0(0%)

18時 19時 20時 21時 22時 23時

0(0%) 1(1%) 2(3%) 0(0%) 3(4%) 2(3%)

表-7 時刻ごとの強盗発生件数 

取り押さえ

2(3%) 2(3%) 11(14%)

徒歩 自転車 自動車 バイク

46(58%) 5(6%) 2(3%) 2(3%)

徒歩・バイク タクシー 不明

10(13%)

表-8 被疑者の逃走手段 

サングラスのみ 帽子のみ マスクのみ

1(1%) 0(0%) 3(4%)

帽子とサングラス 帽子とマスク 帽子とタオル

1(1%) 14(18%) 9(11%)

ヘルメットのみ タオルのみ 目出し帽のみ

6(8%) 1(1%) 1(1%)

帽子とマスクとその他 マスクとタオル マスクとその他

2(3%) 11(14%) 3(4%)

帽子とその他 帽子とサングラスとその他 帽子とサングラスとマスク

2(3%) 1(1%) 1(1%)

その他 変装なし 不明

1(1%) 2(3%) 2(3%)

ヘルメットとその他 サングラスとマスクとタオル マスクとタオルとフード

4(5%) 4(5%) 10(13%)

表-9 被疑者の変装方法 
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「店舗周辺が薄暗く，街頭（防犯）カメラがない」「狭隘な

路地や路地裏に隣接している」「自動車を停めやすい」等の

意見が挙げられていた． 
(2) 調査時期・時間帯と強盗被害／非被害店舗の選出 

実地調査は前述した「犯行月」及び「犯行時刻」の結果

を踏まえ，強盗被害が最も多く発生している11月深夜0～
6時までの時間帯(2)で実施することとした．一方，強盗被害

に遭った全 74 店舗については事案概要データに記載され

た「発生場所名（店舗名）」及び「発生場所詳細（住所）」

「発生場所の緯度／経度」の店舗情報をもとに特定を行っ

た（図-1）．さらに非被害店舗については，前章で示した「被

疑者は徒歩で行動している傾向がある」ことから，強盗被

害店舗から徒歩圏内の区画とし，強盗被害店舗の近隣から

歩行限界距離 500m を越えて最も近隣に立地している強盗

被害に遭っていない店舗(非被害店舗)，全74店舗を選出し

た(3)． 

(3) 調査項目の概要 

ここでは全148店舗を調査対象とし，県警から入手した

事案概要データ 4)の項目と参考文献 5) , 6), 7), 8)，ならびに現地

にて確認可能であろう項目をもとに，計51項目を設定した

（表-18）．実地調査の項目は，コンビニが立地している用

途地域や店舗周辺の立地形態，最寄り駅等までの距離，店舗

内の陳列棚の高さ（図-2）など29項目を設定した．ここで

は調査対象のコンビニ店舗周辺の地図を参照しながら，被

害店舗，非被害それぞれの店舗を中心とした 100m 圏内と

500m 圏内の調査結果を図-3，4 のように把握している．

100m圏内の調査では，街灯・電灯の数やコンビニに駐車で

きる可能台数，人通りや自転車の交通量，店舗の周辺約50m
の見通しに関する視認性など14項目を設定した（写真-3）．

なお本研究では，視認性の判断について，調査者である筆

者らが50ｍ先の人の動きが確認出来るものを「視認性が良

い」，できないものを「視認性が悪い」として分類している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方，500m圏内の調査では，全建物数や商店数，他のコン

ビニ数，商店の深夜0～6時までの営業時間など8項目を設

定し，店舗周辺のエリアデータの収集，把握を試みている． 

 

４．強盗被害店舗と非被害店舗の空間的特性 

(1) 視認性と駐車可能台数との関係性 

表-19は，視認性の良い／悪い店舗の数と駐車可能台数の

平均値を比較したものである．これより，視認性の良い店舗 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 店舗から500m圏内の周辺環境（一部抜粋） 

写真-3 視認性の異なる街路の様子 

図-3 店舗から100m圏内の周辺環境（一部抜粋） 

A B C

170 ㎝程度 170 ㎝程度 170 ㎝程度

図-2 店舗内の陳列棚の高さ（タイプA,B,Cに分類し把握）

表-18 調査項目の一覧（計51項目） 

500m圏内
(8項目)

商業施設の数、警察署・交番の数、学校の数、病院の数、消防署の
数、他のコンビニ数、全建物数、0-6時営業している商業施設の数

100m圏内
(14項目)

視認性の良／悪、植栽の数、街路樹の数、ガードレールの数、信号
機の数、街灯・電灯の数、中央分離帯の有無、歩者分離の有無、歩
行者の多寡、自転車の多寡、バイクの多寡、自動車の多寡、バス停
の有無、周辺環境(オフィス街／繁華街／商店街／住宅街／農村地
帯／工業地帯／商業地帯)

調査項目：計51項目

店舗に関するもの
(29項目)

用途地域、建物形態(独立店舗／住居複合、その他)、立地形態、角
地(店舗の立地場所)、駐車可能台数、ドア種別(自動／手動)、ドア
の場所(左側／中央／右側)、ドアの場所(店舗角にある／ない)、ド
アの数、ATMの有無、陳列棚Aの数、陳列棚Bの数、陳列棚Cの数、防
犯ミラーの数、防犯カメラの数(店内)、防犯カメラの数(店外)、ゴ
ミ箱の数、灰皿の数、公衆電話の数、郵便ポストの数、裏通りの有
無、放置自転車の数、ゴミの多寡、車道幅員、歩道の有無、車線
数、車道の通行方向(両側／片側)、道路種別(国道／県道／市道)、
最寄り駅までの直線距離
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環境が繁華街であるほど周囲の商店数が多く，さらに店舗

の前面道路は狭隘で，店舗内の陳列棚を高く設定する傾向

が見受けられた． 
(4) 強盗被害店舗と非被害店舗の相関係数の比較 
ここでは「強盗被害店舗」と「非被害店舗」に関する相

関分析の結果を比較分析した（表-23）．その結果，強盗被

害店舗で中程度の相関が確認された「駐車可能台数‐用途

地域（商業地域）」「駐車可能台数‐商店数」「駐車可能台数

‐他のコンビニ数」が，非被害店舗では-0.398，-0.321，-0.239
とより低い相関係数となっている．これより商業地域に立

地せず，かつ他のコンビニと離れた強盗被害店舗の特徴と

して，駐車可能台数の多さが抽出される．一方，視認性の

悪さに関しては，強盗被害店舗では 0.425 を示した「バス

停（無）」との相関係数が，非被害店舗では0.051と相関が

みられなかった．さらに「歩行者（通らない）」においても， 
強盗被害店舗では弱い相関を示した「街灯・電灯の数」と

「視認性（良）」との間に，非被害店舗では-0.502，-0.515
と中程度の負の相関が確認されている．よってこれら係数

比較から得られる強盗被害店舗の特徴として，バス停のな

い通りに立地し，さらに周辺の街灯・電灯数も少なく，視

認性の悪さと歩行者の少ない状況が抽出できよう． 
 
５．コンビニ強盗に対する防犯施策の検討 

(1) 従業員に対する勤務姿勢を重視した防犯指導 
事案概要データの集計結果より，従業員数が 2 人以下の

状況において，帽子やマスク等で顔を隠した被疑者が犯行

に及んでおり，また強盗時における従業員の初動が犯罪被

害を未遂に終わらせている一方，防犯設備は十分に活用さ

れていない実態も把握された．これは強盗被害時に少数の

従業員が被疑者にひるみ，対応できなかったことが考えら

れ，被害時における防犯設備の活用に限界があるものと推

察される．さらに JFA安全対策委員長に対するヒアリング

調査の結果からも，従業員の挨拶が少なからず犯罪抑制に

繋がる可能性が示唆されていた．すなわち，従業員に対す

る防犯指導の要点として，防犯設備の活用方法のレクチャ

ーに終始せず，むしろ挨拶等の勤務姿勢を向上させること

が強盗被害を未然に防ぐ対策として有効であるとの認識を

深めてもらう必要がある． 

(2) 駐車場を中心とした視認性の向上 

実地調査の結果から，視認性が悪い店舗ほど駐車場が広

く，近接道路及び周囲の街灯等から離れて立地している傾

向や明暗の差の存在が明らかとなった．また相関分析の結

果から強盗被害店舗の特徴として，商業地域でなく，周囲

にコンビニやバス停のみられない，歩行者や自転車の通行

が少ない立地環境が抽出された．さらに駐車場が広く，周

囲の街灯数，電灯数の少なさも相まって，非被害店舗との

比較から得られた視認性の悪さが指摘され，上記，「逃走し

やすい」立地・空間環境が被疑者の犯行意欲を助長させた

ものと考えられる．すなわち，これらの特徴を踏まえた防

犯対策としては，まず駐車場を中心とした視認性の向上が 

 
 
 
 
 
 
 
 
挙げられよう．具体的には明暗の差を生じさせないような

照明器具の設置計画等，店舗と周囲の一体的な視認性の調

整が「逃げやすい」環境を抑制することにつながるものと

指摘できる．一律の規則で構成されやすいコンビニ空間に

対して別途照明を設けるなど，周辺環境を踏まえた店舗ご

との柔軟な対応が重要と言えるだろう． 
(3) 陳列棚の高さが伴う監視性低下への認識啓発 

事案概要データの集計結果より，被疑者は従業員や客が

居ない又は少ない時を見計らって犯行に及んでいることが

明らかとなった．また相関分析の結果より，強盗被害店舗

では視認性が悪いほど狭隘な道路に立地し，前述したよう

に人通りや自転車等の交通量が少ない傾向が把握された．

すなわち，人の目による「監視性の低さ」が強盗犯罪を誘

発させる要因として捉えられる．加えて相関分析の結果よ

り，隣接する道路が狭隘かつ繁華街等に立地した都市部の

店舗では，陳列棚が高くなる傾向にあり，店舗内外の見通

しを妨げる防犯上の課題が見出される．よって高い陳列棚

を用いた商品数の充実が，一方で強盗被害のリスクを高め，

監視性の低下を助長させることを，コンビニ事業者に十分

認識してもらうことが重要と言える．  

 

６．おわりに 

(1) 本研究の成果 

本研究では福岡県警察の「犯罪予防研究アドバイザー制

度」を事例に，本制度を通じて入手したコンビニ強盗被害

店舗全 74 店舗の犯行内容に関する事案概要データ（全 79
案件）4)を整理，分析，さらに強盗被害店舗，非被害店舗の

合計148店舗の実地調査の結果から，コンビニ強盗に対す

る防犯施策の検討として1)従業員に対する勤務姿勢を重視

した防犯指導，2)駐車場を中心とした視認性の向上，3)陳
列棚の高さが伴う監視性低下への認識啓発について，その

重要性を示唆した． 
(2) 犯罪予防研究アドバイザー制度運用上の課題について 

以上の成果から本制度の有用性が示唆される一方で，警

察から提供を受けた情報には学識者が直接見ることの出来

ない被疑者調書の内容も含まれている．そのため県警の生

活安全部から担当刑事部への閲覧依頼や使用許可に関わる

手続き，生活安全部担当者による必要情報の抜き書きなど，

時間と労力がかかる場面も見受けられた．すなわち，本制

度を円滑に進めていくためには，警察内部の本制度に対す

る理解ならびに部署間の協力体制の強化が今後の課題とし

て挙げられよう． 

表-23 強盗被害店舗と非被害店舗の相関係数の比較 

相関係数R 程度/有意 相関係数R 程度/有意
用途地域(商業地域) -0.684    中/** -0.398    弱/**
商店数 -0.572    中/** -0.321    弱/**
他のコンビニ数 -0.405    中/** -0.239    弱/*
自転車の多寡(通らない) 0.418      中/** 0.384      弱/**
用途地域(商業地域) -0.537    中/** -0.356    弱/**
最寄駅までの直線距離 0.443      中/** 0.244      弱/*
バス停(無) 0.425      中/** 0.051      無/‐
街灯・電灯の数 -0.270    弱/* -0.502    中/**
視認性(良) -0.285    弱/* -0.515    中/**

視認性(悪)

歩行者の多寡（通らない）

備考
0＜| R |≦0.2 ほとんど相関なし【無】。0.2＜| R |≦0.4 弱い相関あり【弱】。

0.4＜| R |≦0.7 中程度の相関あり【中】。0.7＜| R |＜1.0 強い相関あり【強】。

強盗被害店舗 非被害店舗

駐車可能台数
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【補注】 

(1) 表-1，表-3は店舗数，表-2ならびに表-5から表-17は強盗発

生件数での集計結果を示している． 

(2) 実地調査日，時間帯，調査店舗数は，いずれも午前で11月08

日3-4時（1店舗），13日0-4時（3店舗），14日0-4時（3店舗），

16日0-5時（12店舗），17日0-5時（12店舗），18日0-6時（14

店舗），19日0-5時（6店舗），20日0-6時（12店舗），22日0-6

時（11店舗），24日0-6時（14店舗），25日0-6時（18店舗），26

日0-6時（6店舗），27日0-6時（20店舗），28日0-5時（08店舗），

29日0-6時（6店舗），30日1-2時（2店舗）であった． 
(3) 徒歩圏については歩行限界距離に関する先行知見として一般

的な500mを採用した．また強盗被害店舗と非被害店舗における周

辺環境の比較分析に際し，それぞれのエリアデータが重複しない

よう強盗被害店舗からの500m徒歩圏を超えて最も近い店舗を非被

害店舗として選出した． 
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